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要旨 

本研究は、通常の学級において、児童の着席行動を対象に、ミステリーモチベーターを

組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果を検証した。研究計画は、ベースライン期と支

援期から構成される AB デザインを用いた。場面は、公立小学校の通常の学級であった。

参加者は、４年生の児童 39 名であった。独立変数は、ミステリーモチベーターを組み合

わせた相互依存型集団随伴性であった。標的行動は、児童の授業開始時の着席行動であ

り、「３時間目の開始を知らせるチャイムが鳴り終わった時点で着席している行動」と定

義した。結果は、児童のチャイム終了時の離席者数が減少した。また、社会的妥当性も学

級担任と特別支援教育コーディネーターから概ねポジティブな評価を得た。結論として、

小学校の通常の学級における児童の着席行動に対して、ミステリーモチベーターを組み合

わせた相互依存型集団随伴性の効果が示された。課題として、間欠強化スケジュールを用

いた手続きや学校行事を考慮した支援計画、教職経験の少ない学級担任でも実施可能な手

続き、負の副次的効果を防ぐ手続きについて検討する必要性が指摘された。  
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Ⅰ 問題と目的  

 

 集団随伴性とは、集団のメンバーの行動を条件として、共通の結果（通常は強化子として機

能させることを意図した報酬）を伴わせる随伴性である（Cooper, Heron, & Heward, 2007）。 
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Litow and Pumroy（1975）によると、集団随伴性は、「非依存型」、「依存型」、「相互依存型」

の３つに分類される。「非依存型」は、集団全体に共通した随伴性が提示されるが、結果は基準

を満たしたメンバーだけに与えられる。「依存型」は、集団全体に対する結果が、集団から選ば

れた特定のメンバーの行動によって決定される。「相互依存型」は、集団全体に対する結果が、

集団全体の行動によって決定される。  

 相互依存型集団随伴性は、国内の通常の学級を対象とした研究において、様々な行動の変容

に効果を示している。小学校では、朝の準備行動（岩本・野呂・園山 , 2018；関戸・服部 , 2020）、

授業準備行動（岩本・野呂 , 2018；松山・沖原・田中 , 2022；宮木 , 2018；佐藤・半田 , 2021）、

作文行動（福森 , 2011）、着席行動（宮木 , 2017）、話を聞く行動（田中・鈴木・嶋崎・松見 , 2010）、

発言行動（田中ら , 2010）、発表行動（福森 , 2011）、援助行動（岩本・園山 , 2021）、肯定的報

告行動（竹島・田中 , 2019）、給食準備・片付け行動（関戸・服部 , 2020；杉本 , 2016；杉本 , 2021；

鶴見・五味・野呂 , 2012）、清掃行動（遠藤・大久保・五味・野口・高橋・竹井・高橋・野呂 , 

2008）、係活動（福森 , 2011）が取り上げられている。国内の小・中学校及び高等学校において、

相互依存型集団随伴性は、非依存型集団随伴性よりも、教師の社会的妥当性が高いことが明ら

かにされている（若林・加藤 , 2009）。  

 山田・桂川（2015）は、学級を対象とした集団随伴性に関する国内外の研究を概観し、相互

依存型集団随伴性の問題点として、同じ強化子が毎回提示されることによって児童が飽きてし

まうことを指摘している。このような問題の解決策として、強化子の提示にミステリーモチベ

ーターを用いることが挙げられる。ミステリーモチベーターとは、標的行動の生起に対して、

間欠強化スケジュールを用いて未知の強化子を提示する手続きである（Beeks & Graves, 2016）。

手続きの例として、教師は、児童にわからないように（例：見えない特殊なインクを使用して）、

カレンダーの日付に強化子を提示する日と提示しない日を事前に記しておく。児童の標的行動

が生起した際、教師は、児童とともにカレンダーを確認して（例：特殊なインクがみえるよう

にして）、強化子の提示の有無を判断する。さらに、提示される強化子は、児童が知り得ない強

化子とする。Murphy, Theodore, Aloiso, Alric-Edwards, and Hughes（2007）によると、ミス

テリーモチベーターは、児童がどのような強化子を獲得できるのか正確に知らないため、強化

子に対する期待と興味を維持する。  

 相互依存型集団随伴性にミステリーモチベーターを組み合わせた例として、Murphy et al.

（2007）は、幼児の学級集団に対して、その効果を検証している。手続きは、学級全体の教室

のルールに従う行動が基準を満たせば、ミステリーモチベーターによって強化子を提示するも

のである。その結果、すべての幼児の行動問題が減少し、教師による社会的妥当性の高さも確

認されている。一方、ミステリーモチベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果は、

国外の研究において確認されているが、国内の研究ではほとんど確認されていない（山田・桂

川 , 2015）。  

そこで、本研究は、小学校の通常の学級において、児童の着席行動を対象に、ミステリーモ

チベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果を検証する。  

 

Ⅱ 方法  

 

１．研究期間 



20XX 年６月から 12 月であった。  

２．参加者 

 対象学級は、公立小学校４年生の通常の学級に在籍する児童 39 名（男子 17 名、女子 22 名）

であった。学級担任は、教員１年目の教諭であった。  

学級担任に対するコンサルテーション（支援計画や評価方法の立案等）は、応用行動分析学

を専門とする大学教員（第１筆者）と特別支援教育コーディネーター（第２筆者：以下、コー

ディネーター）によって行われた。具体的には、大学教員とコーディネーターが児童の実態や

手続き、支援結果について定期的な打ち合わせを行い、その結果をコーディネーターが学級担

任に伝えた。  

３．倫理的配慮 

本研究の実施と成果の公表にあたって、大学教員は、校長、学級担任、コーディネーターに

研究の目的と方法、個人情報の取り扱い、研究途中の同意撤回について口頭と書面で説明した。

その上で、校長、学級担任、コーディネーターより、研究参加に対する同意を書面で得た。  

４．標的行動と測定方法 

 標的行動は、児童の授業開始時の着席行動であり、「３時間目の開始を知らせるチャイムが鳴

り終わった時点で着席している行動」と定義した。３時間目を選定した理由は、２時間目と３

時間目の間に比較的長い休み時間（20 分間）があり、児童が教室から遠い運動場等で遊ぶこと

が多いことから、３時間目開始時に着席していない児童が多かったことが挙げられた。なお、

３時間目の開始を知らせるチャイムが鳴る３分前には、休み時間の終了を知らせる音楽が流れ

た。  

 標的行動の測定方法は、学級担任が事象記録法を用いて３時間目の開始を知らせるチャイム

終了時点の離席者数を記録した。ただし、学校行事（例：運動会の全体練習、避難訓練）や３

時間目の授業が移動教室（例：体育館、家庭科室）であった場合、記録対象から除外した。ま

た、児童が体調不良等で保健室に行ったため、チャイム終了時に着席できなかった場合も記録

対象から除外した。標的行動の測定結果に関する信頼性を確認するため、全測定機会（107 回）

の 7.5%（８回）において、コーディネーターが同様の方法で記録して観察者間一致率を算出し

た。一致率の計算式は「一致数／一致数＋非一致数×100」であった。その結果、一致率は 100%

であった。  

５．研究デザイン 

本研究は、ベースライン期（６／７～９／８）と支援期（９／13～12／20）から構成される

AB デザインを用いた。 

６．手続き 

（１）ベースライン期：学級担任は、従来通りの対応を行った。具体的には、チャイム終

了時に着席していない児童に対して促しや注意を行った。  

（２）支援期：支援はすべて学級担任が行った。支援は毎日実施されたが、学校行事や３

時間目の授業が移動教室であった場合のみ実施されなかった。  

支援開始日の朝の会において、学級担任は、以下の手続きを児童に説明してポスターに記し、

教室の後方に掲示した。集団随伴性には、強化子が得られなかった場合、その原因となった児

童に他の児童が脅かしや威圧的な行動を行うといった負の副次的効果が生じる可能性が指摘さ

れている（Alberto & Troutman, 1999；小島 , 2000）。そのため、学級担任は、支援を実施する



にあたり、級友が傷つくような言動を控えるよう伝え、その旨をポスターにも記した。また、

支援期間中にそのような言動を目撃した場合には注意を与えた。  

➀相互依存型集団随伴性：学級担任は、３時間目の開始を知らせるチャイム終了時点で着

席していない児童が２名以下の場合、学級全体にヤッターカードを１枚与えた。２名以下に設

定した理由は、ベースライン期の結果を踏まえ、児童が達成しやすい（強化されやすい）と考

えられたためである。もし着席していない児童が３名以上の場合は、学級担任が学級全体に次

回頑張るよう声かけを行った。  

 ➁ミステリーモチベーター：ミステリーモチベーターは、本来、間欠強化スケジュールを

用いて強化子を提示する（Beeks & Graves, 2016）。しかし、本研究では、教室環境や学級担任

の意向から、強化子の提示の有無ではなく、強化子の提示数を変動させる手続きを用いた。具

体的には、学級全体にヤッターカードが与えられた場合、学級担任は、帰りの会でチャンス BOX

からチャンスカードを１枚引き、引いたカードが成功カードであれば、学級全体にヤッターカ

ードをもう１枚与えた。一方、引いたカードが失敗カードであれば、ヤッターカードを追加し

なかった。  

また、ヤッターカードが所定枚数貯まれば学級全体に与えられるバックアップ強化子の内容

を児童に明示しない手続きを用いた。具体的には、ヤッターカードが所定枚数貯まれば、学級

担任がアイテム BOX からアイテムカードを引き、引いたカードに記された強化子をバックア

ップ強化子として決定するものであった。バックアップ強化子の内容は、児童から募ったもの

から学級担任とコーディネーターが選定した。選定されたバックアップ強化子は、例えば、「じ

ゃんけん大会」、「クイズ大会」、「お笑い大会」、「変顔大会」、「大縄跳び」、「学級全体で昼休み

に遊ぶ」、「教室のかざりつけ」等のレクリエーションであった。バックアップ強化子は、決定

してから１週間を目途に学級全体に与えられた。  

バックアップ強化子を得るために必要なヤッターカードの所定枚数は、学級全体のバックア

ップ強化子の取得状況に応じて４枚から８枚に徐々に増やされた。具体的には、バックアップ

強化子を得るために必要なヤッターカードの所定枚数（例：４枚）が２回貯まれば、ヤッター

カードの所定枚数を１枚増やした（例：５枚に変更）。また、チャンス BOX に入っている成功

カードの割合も、バックアップ強化子を得るために必要なヤッターカードの所定枚数が４枚と

５枚の場合に 10 枚中７枚とし、それ以降は 10 枚中５枚とした。これらの変更は、その都度、

学級担任が児童に説明した。その際、学級担任は、児童の授業開始時の着席行動がポジティブ

に変化している旨を伝えた。  

７．社会的妥当性の評価 

本研究は、社会的妥当性を評価するため、支援終了後に学級担任とコーディネーターに対し

てアンケート調査を行った。質問項目は、Witt and Martens（1983）を参考に８項目作成した。

また、相互依存型集団随伴性の負の副次的効果（Alberto & Troutman, 1999；小島 , 2000）に

関する項目を１つ作成した。これら９項目に対して、４件法（４：非常に思う、３：少し思う、

２：あまり思わない、１：全く思わない）で回答を求めた。 

 

Ⅲ 結果  

 

１．標的行動の推移 



児童のチャイム終了時の離席者数を Fig.１に示した。離席者数は、ベースライン期が平均 2.4

名、支援期が平均 1.1 名であった。支援期のバックアップ強化子を得るために必要なヤッター

カードの所定枚数別の平均離席者数は、４枚が 0.4 名、５枚が 0.6 名、６枚が 1.1 名、７枚が

1.2 名、８枚が 1.6 名であった。  

２．社会的妥当性 

Table１に学級担任とコーディネーターの回答を示した。学級担任とコーディネーターは、共

通して、標的行動の適切さ（質問項目１）、支援の適切さ（質問項目２）、標的行動の改善（質

問項目７、８）をポジティブに評価し、支援に要する時間（質問項目４）をネガティブに評価

した。一方、他場面における支援の実施可能性（質問項目３）、支援の簡便さ（質問項目５）、

児童の威圧的な言動・攻撃（質問項目９）は、学級担任がネガティブに評価し、コーディネー

ターがポジティブに評価した。支援実施に関する専門性の必要性（質問項目６）は、学級担任

がポジティブに評価し、コーディネーターがネガティブに評価した。  

 

Ⅳ 考察  

 

本研究は、小学校の通常の学級において、児童の授業開始時の着席行動を対象に、ミステリ

ーモチベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果を検証した。相互依存型集団随伴

性について、学級担任は、３時間目の開始を知らせるチャイム終了時点で着席していない児童

が２名以下の場合、学級全体にヤッターカードを１枚与えた。ミステリーモチベーターでは、

学級担任が、学級全体にヤッターカードを与えた日の帰りの会において、チャンス BOX から

成功カードを引いた場合、学級全体にヤッターカードをもう１枚与えた。また、学級担任は、

ヤッターカードが所定枚数貯まれば学級全体に与えるバックアップ強化子の内容について、児  

 

  

Fig.１ 児童のチャイム終了時における離席者数の推移 

図中の「４枚」「５枚」「６枚」「７枚」「８枚」はバックアップ強化子を得るために必要なヤッ

ターカードの所定枚数を示す．点線はヤッターカードが所定枚数に達したタイミングを示す． 
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Table１ 社会的妥当性の結果 

 

 

童が知り得ないよう、アイテム BOX からアイテムカードを引いて決定するようにした。チャ

ンス BOX に入っている成功カードの割合やバックアップ強化子を得るために必要なヤッター

カードの所定枚数は、児童の着席行動の生起状況によって変更した。その結果、児童のチャイ

ム終了時の離席者数が減少した。また、学級担任とコーディネーターによる社会的妥当性も概

ねポジティブな評価を得た。  

以上より、本研究は、小学校の通常の学級における児童の着席行動に対して、ミステリーモ

チベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果を明らかにした。山田・桂川（2015）

が指摘する通り、ミステリーモチベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴性の効果は、国

内の研究ではほとんど確認されていない。本研究は、国内の通常の学級を対象に研究知見の蓄

積が進む相互依存型集団随伴性に関して、ミステリーモチベーターを組み合わせることの適用

可能性を示すことができたと考える。  

本研究は、11 月から 12 月にかけて、児童のチャイム終了時の離席者数が増加した。その理

由として、強化スケジュールと支援実施日の問題が考えられる。先述の通り、ミステリーモチ

ベーターは、本来、標的行動の生起に対して強化子を提示する日と提示しない日を設ける手続

き、つまり間欠強化スケジュールを用いる。しかし、本研究では、教室環境や学級担任の意向

から、標的行動の生起に対して強化子を必ず提示し、その強化子の提示数を変動させる手続き、

つまり連続強化スケジュールを用いた。連続強化スケジュールは新しい行動を学習する初期段

階で用いられ、間欠強化スケジュールは確立された行動の維持段階で用いられる（Cooper et 

al., 2007）。それは行動が連続強化スケジュールで強化されることで、強化子に対する飽和が生

じるためである（Alberto & Troutman, 1999）。よって、連続強化スケジュールを用いた本研

究においても、児童にとって強化子の強化価が低下したため、児童のチャイム終了時の離席者

数が増加した可能性が指摘される。また、本研究は、Fig.１に示した通り、９～10 月と比較し

質問項目 学級担任 コーディネーター

1．先生は、学級の児童のチャイム着席が、児童たちの学校適応や能力を高

めるために重要なものであると思いますか？
3 4

2．先生は、この支援が学級で実施するものとして適切であったと思います

か？
3 3

3．先生は、この支援が他の類似する場面においても実施可能であると思い

ますか？
2 3

4．先生は、この支援が先生の多くの時間を必要としたと思いますか？ 4 3

5．先生は、この支援が単純で、すぐにでも実施可能なものであったと思い

ますか？
1 3

6．先生は、支援実施前にトレーニングを受ける必要があったと思います

か？
2 3

7．先生は、この支援が学級の児童のチャイム着席を改善に導くものであっ

たと思いますか？
3 4

8．先生は、この支援後すぐに、学級の児童のチャイム着席の肯定的な変化

を感じることができたと思いますか？
3 4

9．先生は、この支援によって、児童間でチャイム着席に関する威圧的な言

動や攻撃が生じたと思いますか？
3 2

4：非常に思う, 3：少し思う, 2：あまり思わない, 1：全く思わない



て 11～12 月の支援実施日が減少している。これは 11～12 月に運動会等の学校行事が多くな

り、支援が十分に実施できなかったためである。つまり、11～12 月の児童は、９～10 月より

も強化される機会が減少したことから、チャイム終了時の離席者数が増加したと考えられる。

以上より、児童の着席行動の変容を維持させるためには、間欠強化スケジュールを用いた手続

きや学校行事を考慮した支援計画の立案が必要になるだろう。  

 社会的妥当性に関して、学級担任とコーディネーターより、標的行動や支援の適切さ、標的

行動の改善についてポジティブな評価を得た。一方、支援に要する時間や支援の簡便さについ

ては、主に学級担任よりネガティブな評価を得た。このことから、本研究の手続きは、教員１

年目の学級担任にとって負担が大きかったと考えられる。宮木（2017）は、教員１年目の学級

担任が 1 人でも実施可能な手続きを検討する上で、強化子の提示や準備にかかる労力をできる

限り減らしている。本研究は、学級担任の意向を確認したものの、大学教員とコーディネータ

ーが中心に手続きを立案した。今後は、教職経験の少ない学級担任でも実施可能な手続きにつ

いて、学級担任の時間的・物的リソースを継続的に評価しながら検討する必要がある。また、

学級担任より、児童の威圧的な言動・攻撃についても、ネガティブな評価を得た。本研究は、

負の副次的効果を防ぐため、学級担任がポスターの掲示や注意を行ったが、鶴見ら（2012）が

指摘するように、学級全体よりも小さな集団（例：班単位）に相互依存型集団随伴性を加える

ことで児童間の援助行動を増やすことも効果的だと考えられる。  

 最後に、本研究の限界として、ミステリーモチベーターを組み合わせた相互依存型集団随伴

性とそうでない相互依存型集団随伴性の効果を比較できていないことが挙げられる。例えば、

Robichaux and Gresham（2017）は、小学校の通常の学級を対象に、ミステリーモチベーター

を組み合わせた相互依存型集団随伴性で用いる強化子について、児童が選択した強化子を提示

する条件と未知の強化子を提示する条件における効果を比較し、どちらの条件も児童の行動問

題を等しく減少させたことを明らかにしている。今後は、国内の通常の学級において、相互依

存型集団随伴性がより効果的でかつ効率的に実施されるための条件を検証していくことが求め

られる。  

 

付記  

 本研究の一部は、日本特殊教育学会第 56 回大会にて発表した。本研究は、JSPS 科研費 JP16K17479 の

助成を受けた。  
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